
（平成２３年１２月２１日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 6 件

国民年金関係 3 件

厚生年金関係 3 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 7 件

国民年金関係 6 件

厚生年金関係 1 件

年金記録確認宮城地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



宮城国民年金 事案 1570 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 48 年１月から同年３月までの国民年

金保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録

を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和 18 年生 

住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 45 年５月から 46 年３月まで 

② 昭和 48 年１月から同年３月まで 

申立期間①及び②について、Ａ市Ｂ地区の納付組織の集金人に、私と

妻の分の国民年金保険料を合わせて納付していたので、申立期間を保険

料の納付済期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、20 歳到達時から 60 歳到達時まで、申立期間①及び②を除き

国民年金保険料を全て納付している。 

申立期間②について、申立人が保険料を納付したとする納付組織に、申

立期間当時加入していた近所の者の国民年金保険料の納付日をみると、昭

和 47 年４月以降は、申立人に係る申立期間②前後の保険料の納付日と一

致していることから、申立人は、申立期間②当時、納付組織に加入してい

たものと考えられる。 

一方、申立人の申立期間②前後の保険料は、納付期限後に現年度納付さ

れていることが確認できるところ、上記近所の者の証言及び国民年金保険

料の納付状況から、納付組織では、現年度保険料であれば、納付期限後で

あっても収納するとの取扱いをしていたことがうかがわれることから判断

すると、申立期間②の保険料についてもその前後の期間の保険料と同様に、

納付されたと考えるのが自然である。 

また、申立期間②及びその前後の期間を通じて、申立人の生活状況に大

きな変化は認められず、申立期間②前後の国民年金保険料を夫婦共に納付

していることから、申立人に経済的な問題は無かったと考えられることを



踏まえると、申立期間②の国民年金保険料を納付していなかったとは考え

難い。 

申立期間①について、昭和 47 年３月以前における申立人の納付組織へ

の加入の有無は確認できない上、申立人は、当該組織への納付以外の方法

により、申立期間①に係る国民年金保険料を納付したかどうかは不明であ

るとしている。 

また、申立人は、妻の分と合わせて国民年金保険料を納付したと述べて

いるが、申立人が所持する国民年金手帳によると、申立人は、Ｃ市におい

て申立期間①の直前に当たる昭和 45 年４月分の国民年金保険料を納付し

ている一方、妻は、結婚する前の同年４月にＤ郡Ｅ町で昭和 45 年度分の

保険料を前納した記録となっていることから、夫婦別々に納付していたこ

とが確認できる。 

さらに、Ａ市の国民年金被保険者名簿、及び国民年金被保険者台帳にお

いて、申立期間①の保険料が納付されていたことをうかがわせる形跡は見

当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 48 年１月から同年３月までの国民年金保険料を納付していたものと

認められる。 



宮城国民年金 事案 1571 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 48 年１月から同年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 48 年１月から同年３月まで 

Ａ市Ｂ地区の納付組織の集金人に、私と夫の分の国民年金保険料を合

わせて納付していたので、申立期間を保険料の納付済期間として認めて

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間は３か月と短期間であり、申立人は、20 歳到達時から 60 歳到

達時まで、申立期間を除き国民年金保険料を全て納付している。 

また、申立人が保険料を納付したとする納付組織に、申立期間当時加入

していた近所の者の国民年金保険料の納付日をみると、昭和 47 年４月以

降は、申立人に係る申立期間前後の保険料の納付日と一致していることか

ら、申立人は、申立期間当時、納付組織に加入していたものと考えられる。 

一方、申立人の申立期間前後の保険料は、納付期限後に現年度納付され

ていることが確認できるところ、上記近所の者の証言及び国民年金保険料

の納付状況から、納付組織では、現年度保険料であれば、納付期限後であ

っても収納するとの取扱いをしていたことがうかがわれることから判断す

ると、申立期間の保険料についてもその前後の期間の保険料と同様に、納

付されたと考えるのが自然である。 

さらに、申立期間及びその前後の期間を通じて、申立人の生活状況に大

きな変化は認められず、申立期間前後の国民年金保険料を夫婦共に納付し

ていることから、申立人に経済的な問題は無かったと考えられることを踏

まえると、申立期間の国民年金保険料を納付していなかったとは考え難い。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



宮城国民年金 事案 1573 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 62 年１月から同年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和 42 年生 

住    所 ：   

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 62 年１月から同年３月まで 

私は、国民年金保険料の納付記録を照会したところ、申立期間につい

て保険料を納付していることが確認できないとの回答をもらった。私の

母がＡ町で国民年金の加入手続をし、申立期間の保険料を納付していた

ので調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間を除き国民年金の加入期間に国民年金保険料の未納

期間が無く、申立期間は３か月と短期間である。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号は、国民年金手帳記号番号払出簿

により、昭和 62 年 12 月２日にＡ町で払い出され、その頃に同町で申立人

の国民年金加入手続が行われたものと推認できることから、当該払出日時

点において、申立期間の国民年金保険料は納付可能であり、申立人の母親

が申立期間の保険料を納付するために申立人の加入手続を行ったと考える

のが自然である。 

さらに、申立人の申立期間の国民年金保険料を納付していたとする申立

人の母は、国民年金制度が発足した昭和 36 年４月に国民年金に加入し、

37 年間にわたって保険料を納付しているなど、国民年金に対する納付意

識が高かったと考えられる。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



宮城厚生年金 事案 2665 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたと認められることから、申立人の資格取得日に係る記録を昭和 39

年４月１日に、資格喪失日に係る記録を 40 年４月１日に訂正し、申立期

間の標準報酬月額を１万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和 20 年生 

住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 39 年４月１日から 40 年４月１日まで 

私は、昭和 39 年２月 20 日にＡ社（現在は、Ｂ株式会社）に入社した。

Ｃ部署に配属された同期の同僚は、39 年４月１日から厚生年金保険に

加入していたようだが、私には申立期間の厚生年金保険の記録が無いの

で、申立期間を厚生年金保険の加入期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ株式会社が保管する人事資料の記録から、申立人は、昭和 39 年４月

１日付けで採用前提臨時職員に任命され、申立期間にＡ社Ｃ部署に勤務し

ていたことが確認できる。 

また、この採用前提臨時職員について、Ｄ共済組合に照会したところ、

「採用前提というのは、試験に合格し採用する見通しの立った者のことで

ある。」との回答を得た。 

さらに、Ｂ株式会社に照会したところ、申立人と同様に昭和 39 年４月

１日にＣ部署で採用前提臨時職員に任命されている同僚が 15 名確認でき、

全員が当該臨時職員に任命されてからＤ共済組合に加入するまでの期間は

厚生年金保険の被保険者となっていることが確認できる上、この 15 名の

人事記録をみると、うち６名については、申立期間における雇用種別の推

移が申立人と同じであることが確認できる。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険



料を事業主により給与から控除されていたものと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、上記同僚の記録から１万円

とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人の申立期間に係る保険料を納付する義務を履行し

たか否かについては、事業主は不明であるとしているが、仮に、事業主か

ら社会保険事務所（当時）に対し、申立人に係る厚生年金保険被保険者資

格取得届が提出された場合には、その後に行われるべき事業主による健康

保険厚生年金保険被保険者報酬月額算定基礎届及びこれに基づく定時決定

並びに資格喪失届を提出する機会があったこととなるが、いずれの機会に

おいても社会保険事務所がこれらの届出を記録していないとは考え難いこ

とから、事業主から社会保険事務所への資格の得喪等に係る届出は行われ

ておらず、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る昭和 39 年４月か

ら 40 年３月までの保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は

申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



宮城厚生年金 事案 2666 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ株式会社（現在は、株式会社Ｂ）における厚生年金保険被保

険者資格取得日は昭和 28 年５月１日、資格喪失日は 32 年６月１日である

と認められることから、申立人に係る厚生年金保険被保険者資格の取得日

及び喪失日に係る記録を訂正することが必要である。 

なお、申立期間に係る標準報酬月額については、昭和 28 年５月から同

年 10 月までの期間は 4,500 円、同年 11 月から 29 年７月までの期間は

5,000 円、及び同年８月から 32 年５月までの期間は 7,000 円とすること

が妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：   

    生 年 月 日 ： 昭和 13 年生 

    住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 28 年５月１日から 32 年６月１日まで 

私は、学校卒業後、Ｃ県にあったＡ株式会社に就職した。同期入社は

５、６人いた。  

２年ぐらい勤務した後、病気加療のため１年６か月入院し、その間傷

病手当金をもらった記憶がある。 

申立期間を厚生年金保険の加入期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の事業所等に関する詳細な記憶、及びＡ株式会社の元事業主によ

る証言から、申立期間において、申立人が当該事業所に勤務していたこと

が認められる。 

また、Ａ株式会社に係る健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿に

は、申立人と同姓同名で、生年月日が４日相違し、基礎年金番号に統合さ

れていない厚生年金保険被保険者記録（資格取得日は昭和 28 年５月１日、

資格喪失日は 32 年６月１日。以下「未統合記録」という。）が確認でき

るところ、申立人は、自らの生年月日について、「両親は私の誕生日を４

日相違した日付で覚えていて、その誤った日付で各種の手続を行っていた。

私も以前は、その日付が生年月日だと信じていた。」旨回答している。 



さらに、申立人が同期入社でＡ株式会社に就職した同僚として名前を挙

げた４人全員が、同社の健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿にお

いて、未統合記録に係る者と同じ昭和 28 年５月１日に厚生年金保険被保

険者資格を取得しており、このうち３人の健康保険番号及び厚生年金保険

の記号番号は、未統合記録に係る者の記号番号と連番となっていることか

ら、当該未統合記録は、申立人の記録であると判断できる。 

これらを総合的に判断すると、事業主は、申立人が昭和 28 年５月１日

に被保険者資格を取得し、32 年６月１日に資格を喪失した旨の届出を社

会保険事務所（当時）に行ったと認められる。 

申立期間の標準報酬月額については、今回統合する申立人のＡ株式会社

に係る健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿の記録から、昭和 28

年５月から同年 10 月までの期間は 4,500 円、同年 11 月から 29 年７月ま

での期間は 5,000 円、及び同年８月から 32 年５月までの期間は 7,000 円

とすることが妥当である。 



宮城厚生年金 事案 2668 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 37 年７月１日から 38 年１月 21 日ま

での期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とが認められることから、申立人の株式会社Ａにおける資格取得日に係る

記録を 37 年７月１日、資格喪失日を 38 年１月 21 日とし、当該期間にお

ける標準報酬月額を 8,000 円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和 19 年生 

住    所 ：   

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 37 年６月 28 日から 38 年１月 25 日まで 

私は、申立期間に株式会社Ａに勤務したが、厚生年金保険の加入記録

が無かった。 

しかし、私が所持している給与明細書により、給与から厚生年金保険

料が控除されていたことが確認できるので、申立期間を厚生年金保険の

被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の所持する給与明細書から、申立人は、申立期間のうち、昭和

37 年６月 28 日から 38 年１月 20 日まで株式会社Ａに勤務し、37 年８月か

ら 38 年１月までの給与から、厚生年金保険料が控除されていることが確

認できる。 

また、上記給与明細書から、株式会社Ａにおける給与の締め日は毎月

20 日、保険料控除方法は翌月控除であったと考えられる。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭和 37 年

７月１日から 38 年１月 21 日までの期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間のうち、昭和 37 年７月から同年 12 月までの標準報酬月

額については、給与明細書の保険料控除額から 8,000 円とすることが妥当



である。 

なお、申立人の当該期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務

の履行については、当該事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票

には申立人の氏名は確認できず、整理番号に欠番が見当たらないことから、

社会保険事務所（当時）において申立人に係る被保険者記録が失われたと

は考え難い上、仮に事業主から申立人に係る被保険者資格の取得届が提出

された場合には、その後、被保険者資格の喪失届を提出する機会があった

こととなるが、いずれの機会においても社会保険事務所がこれらの届出を

記録していないとは、通常の事務処理では考え難いことから、事業主から

社会保険事務所へ資格の得喪等に係る届出は行われておらず、その結果、

社会保険事務所は、申立人に係る昭和 37 年７月から同年 12 月までの保険

料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該期間に係る保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

一方、申立期間のうち、昭和 37 年６月 28 日から同年７月１日までの期

間については、申立人が所持する同年７月の給与から同年６月分の厚生年

金保険料の控除が確認できないことから、申立人が厚生年金保険被保険者

として、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたと認めることはできない。 

また、申立期間のうち、昭和 38 年１月 21 日から同年１月 25 日までの

期間については、給与明細書は無く、ほかに申立人が当該期間に勤務して

いたことを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらないことから、当

該期間について、申立人が厚生年金保険被保険者であったと認めることは

できない。 



宮城国民年金 事案 1572 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 56 年６月から 61 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和 36 年生 

住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 56 年６月から 61 年３月まで 

私は家業を手伝っていたので、父に国民年金保険料を納付してもらい、

納付してきた時には、父から「今日納付してきた。」と言われたことを

覚えている。 

父は国民年金保険料を納付するのは当たり前だと言っていたので、私

の保険料を納付しないことはあり得ないと思う。 

申立期間を国民年金保険料の納付済期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

国民年金手帳番号割振設定表により、申立人の国民年金手帳記号番号は、

昭和 60 年７月２日以降に払い出されたものと推認できるとともに、Ａ市

の国民年金被保険者名簿の備考欄に「61.６.19 社保に照会のうえ名簿作

成」との記載が確認できることから、この頃に年金手帳が交付されたと推

認できるほか、申立人の国民年金手帳記号番号と前後する被保険者の納付

状況等から判断すると、申立人の父は、60 年７月から 61 年６月までの間

に国民年金の加入手続を行ったものと考えられ、この時点において、申立

期間の一部は時効により国民年金保険料を納付できない期間となる。 

また、申立人は、20 歳から昭和 61 年６月に結婚するまでＡ市から住所

を変更しておらず、別の国民年金手帳記号番号が払い出されたことをうか

がわせる事情は見当たらない上、申立人に係るＡ市の国民年金被保険者名

簿によると、申立期間は未納期間とされており、オンライン記録と一致し

ている。 

さらに、申立人は、申立期間の国民年金保険料の納付に関与しておらず、

国民年金の加入手続及び保険料の納付を行ったとする申立人の父は、既に



亡くなっていることから、申立期間当時の保険料の納付状況等は不明であ

る。 

加えて、申立人の父が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを

示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに保険料を納付して

いたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に

判断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認

めることはできない。 



宮城国民年金 事案 1574 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成３年３月から４年 12 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和 46 年生 

住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 平成３年３月から４年 12 月まで 

私は、平成４年 12 月までは国民年金保険料を納付していなかったが、

同年 11 月か 12 月頃に職場の先輩から「国民年金は納付しないといけな

い。」と言われ、また、同じ時期に督促状が届いたこともあり、自分の

預金と祖母から借りた分を合わせて約 28 万円を納付したことを覚えて

いるので、申立期間を国民年金保険料の納付済期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金手帳記号番号の前後の被保険者の記録から、申立人の

同記号番号は、平成６年 12 月から７年１月頃までの間に払い出されたも

のと推認されることから、この頃に国民年金の加入手続を行ったものと考

えられ、加入手続を行ったとみられる時点では、申立期間の大部分の期間

は時効により国民年金保険料を納付することができない。 

また、申立人は、申立期間の国民年金保険料として約 28 万円を納付し

たとしているが、申立期間の保険料の合計額は 20 万 3,700 円となり、申

立人の主張と相違する。 

一方、オンライン記録上、国民年金保険料の納付が確認できる平成５年

１月から申立人の国民年金手帳記号番号が払い出されたとみられる時期ま

での保険料額を試算したところ、７年１月に加入し、５年１月から７年２

月までの期間の保険料を同年２月に納付した場合の同保険料額は 27 万

7,200 円となり、申立人の記憶する 28 万円とほぼ符合することを踏まえ

ると、申立人は、申立期間の直後に当たる５年１月以降の分の保険料の納

付をもって、申立期間に係る保険料を納付したものと認識している可能性

がある。 



さらに、申立人は、「国民年金の加入手続、及び保険料の納付について

は、一切を祖母が行っており、督促状が届いたことも祖母から聞いた。」

と述べているが、申立期間の保険料を納付したとする祖母は既に亡くなっ

ているため、当時の状況を確認することができない上、申立人は、申立期

間の前後を通じてＡ市から住所を変更していないなど、別の国民年金手帳

記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

このほか、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示

す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の国民年金

保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



宮城国民年金 事案 1575 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 42 年頃から 45 年頃までの期間及び 46 年頃から 47 年 10

月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和 14 年生 

住    所 ：   

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 42 年頃から 45 年頃まで 

             ② 昭和 46 年頃から 47 年 10 月まで 

年金記録では、申立期間①及び②が未加入期間とされているが、申立

期間①当時、国民年金に加入し、国民年金保険料を納付していたと思う。 

また、申立期間②についても、母がＡ市の納付組織を通じて、保険料

を納付していたと思うので、調査してほしい。 

なお、私は、60 歳になった当時、市役所の人から、60 歳以降の任意

加入などを行い、国民年金保険料を納付したとしても年金を受給するた

めに必要な期間は満たせないと言われ、任意加入の手続を諦めたが、平

成 22 年３月に、私が探し出した厚生年金保険被保険者証がきっかけと

なり、新たに４年８か月分の厚生年金保険加入期間が認められた。この

厚生年金保険加入期間が 60 歳になった当時に確認できていれば、国民

年金に任意加入し、年金を受給するために必要な期間を満たすことがで

きたはずであり、それができなかったのは国の責任であるので、善処し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

国民年金手帳記号番号払出簿によれば、申立人の国民年金手帳記号番号

は、昭和 52 年９月 30 日にＡ市において申立人の旧姓で払い出されている

上、Ａ市の国民年金被保険者名簿によれば、申立人は、同年７月２日に国

民年金被保険者資格を取得していることから判断すると、昭和 52 年当時

に国民年金の加入手続をしたものと考えられ、この時点では、各申立期間

の保険料は時効により納付することができない。 



また、上記被保険者名簿をみると、資格を取得したとされる昭和 52 年

７月２日以前の納付記録欄には斜線が付されており、各申立期間の保険料

を納付した形跡はうかがえない。 

さらに、各申立期間について、申立人の結婚前後の氏名での記録の有無

を調査したが、申立人のものとみられる被保険者記録は確認できない上、

申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事

情は見当たらない。 

申立期間②について、申立人は、申立人の母がＡ市の納付組織を通じて

国民年金保険料を納付していたとしているところ、申立人の母は平成６年

に亡くなっており、申立期間②当時の納付状況等について確認できない上、

Ａ市内の納付組織は既に解散し関係資料も残されていないことから、申立

人の主張を裏付ける事情は得られない。 

このほか、申立人が各申立期間の国民年金保険料を納付していたことを

示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付して

いたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料、周辺事情を総合的に

判断すると、申立人が各申立期間の国民年金保険料を納付していたものと

認めることはできない。 

なお、申立人は、60 歳当時、厚生年金保険の加入記録の一部が申立人

の記録に統合されていなかったため、その時点で統合されていれば行って

いたはずとする国民年金任意加入の機会を逸したことに対する救済を求め

ているが、年金記録確認第三者委員会は、収集した関連資料及び周辺事情

に基づき申立てに係る保険料の納付の有無について検討し、それに伴う年

金記録訂正の要否を判断することを任務としており、その余の年金受給資

格等に関する国、事業主等の責任の有無等については、判断の対象として

いない。 

 



宮城国民年金 事案 1576 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 37 年１月から 38 年３月までの期間及び 44 年４月から 56

年 10 月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認

めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和 17 年生 

住    所 ：   

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 37 年１月から 38 年３月まで 

          ② 昭和 44 年４月から 56 年 10 月まで 

昭和 40 年３月に結婚するまでの国民年金保険料は、父親か兄が納付

しており、結婚後の保険料は自分で納付していたので、申立期間を保険

料の納付済期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、申立人は、申立人の父親か兄が国民年金保険料を

納付していたと述べているが、父親は既に死亡していることから、事情を

聴取することができない上、兄は申立期間①当時の申立人の保険料を納付

していたかどうかについては分からないと述べており、保険料の納付状況

等が不明である。 

また、国民年金手帳記号番号払出簿によれば、申立人の国民年金手帳記

号番号は、昭和 38 年８月 22 日に払い出されており、その時点では申立期

間①の国民年金保険料は過年度納付が可能であるが、当該期間の保険料が

過年度納付されたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

申立期間②について、Ａ市の国民年金被保険者名簿（紙名簿）、及び国

民年金被保険者台帳（マイクロフィルム）によれば、申立人は、任意加入

被保険者資格を昭和 44 年４月 30 日に喪失しており、その後、当初払い出

された国民年金手帳記号番号とは別の手帳記号番号で 56 年 11 月５日に被

保険者資格を再取得（強制加入）しているところ、この再取得は、申立人

の夫（当時）が同日に厚生年金保険被保険者資格を喪失したことに伴うも

のであり、申立期間が国民年金の未加入期間とされていることに不自然さ



はうかがえず、申立期間②の国民年金保険料を納付することはできなかっ

たものと考えられる。 

また、申立人に上記国民年金手帳記号番号以外の手帳記号番号が払い出

されたことをうかがわせる事情は見当たらない上、申立人の父親や兄、あ

るいは申立人が各申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに各申立期間の保険料を納

付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が各申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認

めることはできない。 



宮城国民年金 事案 1577 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 44 年３月から 45 年３月までの期間及び同年７月から 50

年３月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認め

ることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

住    所 ：   

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 44 年３月から 45 年３月まで 

② 昭和 45 年７月から 50 年３月まで 

私が家業を手伝っていた頃、父が私の国民年金の加入手続を行い、昭

和 51 年３月に結婚するまでの国民年金保険料を納付してくれた。 

申立期間の国民年金保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立人の父親が国民年金の加入手続を行い、婚姻前の国民年

金保険料を納付していたと述べているところ、国民年金手帳記号番号払出

簿によれば、申立人の国民年金手帳記号番号は、婚姻前の昭和 50 年 10 月

24 日にＡ町で払い出されていることが確認できる上、昭和 50 年度分の保

険料が昭和 50 年９月 30 日に納付されていることから、申立人の国民年金

の加入手続は同年９月頃に行われたものと考えられるが、その時点では、

申立期間①、及び申立期間②の一部は時効により保険料を納付することが

できない期間である。 

また、各申立期間の国民年金保険料を納付したとする申立人の父親は既

に死亡していることから、国民年金の加入手続や保険料の納付状況等は不

明である上、申立人の父親が各申立期間の国民年金保険料を納付していた

ことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに各申立期間

の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

さらに、申立人の婚姻は昭和 51 年３月であるが、上記のとおり国民年

金の加入手続は婚姻前の 50 年９月頃に行われたと考えられ、同年９月 30

日に昭和 50 年度分の保険料が一括納付されていることが確認できること



から、申立人が主張する「婚姻前に父親が加入手続を行い、保険料を納付

してくれた。」との記憶は、この納付である可能性も否定できない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が各申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認

めることはできない。 



宮城国民年金 事案 1578 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 59 年６月から 61 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

  氏    名 ： 女 

  基礎年金番号 ：   

  生 年 月 日 ： 昭和９年生 

  住    所 ：   

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 59 年６月から 61 年３月まで 

昭和 59 年＊月に夫が死亡し、年金関係の手続をした際、国民年金に

加入すれば、夫の厚生年金にプラスされると社会保険庁（当時）の人に

説明されたので、加入手続をして、口座振替で国民年金保険料を納付し

ていた。 

申立期間について国民年金保険料の納付済期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 59 年＊月に夫が死亡したことに伴う遺族厚生年金の裁

定請求手続をした際、社会保険庁の職員から、申立人自身も国民年金に加

入すれば、年金受給額が増えるとの説明を受けたので、国民年金に加入し

た旨述べているが、Ａ市の国民年金被保険者名簿（紙名簿）に記載のある

申立人への年金手帳発行日が 61 年７月 16 日となっていることから、申立

人の国民年金への加入手続は同年７月頃に行われたものと考えられる。 

また、申立人宛ての遺族厚生年金に係る裁定通知書及びオンライン記録   

によると、昭和 59 年９月に申立人の夫の遺族厚生年金の裁定が行われた

後、61 年６月にその夫の厚生年金保険被保険者期間の追加に伴う遺族厚

生年金の再裁定請求の受付が行われていることが確認でき、この再裁定請

求の時期は、上記の申立人の年金手帳発行日とおおむね符合していること

から判断すると、申立人が主張する社会保険庁の職員による説明は、この

再裁定手続の際に行われた可能性がある。 

さらに、上記被保険者名簿によれば、申立人の国民年金被保険者資格の

取得年月日は、遺族厚生年金の受給権者が制度上、強制適用対象者とされ

た昭和 61 年４月１日（第１号被保険者）であることが確認できることか



ら、申立期間は、国民年金の未加入期間として取り扱われており、納付書

は発行されず、保険料を納付することはできなかったと考えられる。 

加えて、申立人は、申立期間に係る保険料をＢ金融機関の口座振替によ

り納付していたと述べているが、上記被保険者名簿によれば、「口座振替

開始：昭和 61 年 11 月Ｂ金融機関Ｃ支店」の記載が確認できる上、同金融

機関からは、申立期間に係る保険料について、申立人の口座振替による納

付は確認できない旨の回答を得ている。 

その上、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す

関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納

付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



宮城厚生年金 事案 2667 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和 14 年生 

住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 35 年頃から 41 年頃まで 

昭和 35 年頃から 41 年頃まで、当時、Ａ県Ｂ市にあったＣ事業所に勤

務し、厚生年金保険に加入していたと記憶しているが、この期間は、厚

生年金保険の被保険者期間とされていない。 

最近になって、昭和 47 年 11 月から 52 年７月までの期間が、Ｃ事業

所とは別の事業所での厚生年金保険加入期間であったことが判明したの

で、申立期間の加入記録も消されてしまったと思っている。 

調査の上、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が勤務していたとするＣ事業所（正式名称は、株式会社Ｄ）は、

昭和 28 年８月１日にＥ株式会社と合併し、申立期間当時はＥ株式会社が

経営する事業所の一つとされていたことが確認でき、同社は、厚生年金保

険の適用事業所であったことが確認できる。 

しかし、Ｅ株式会社では、申立人に係る人事原簿が無く、現存する申立

期間当時の社員住所録にも申立人の氏名が見当たらず、申立人の雇用期間

や勤務形態等については不明と回答しており、申立人の申立期間における

勤務実態等を確認することはできなかった。 

また、申立期間当時のＥ株式会社に係る健康保険厚生年金保険被保険者

名簿において、申立期間を含む昭和 34 年 12 月１日から 43 年３月１日ま

での期間に被保険者資格を取得している約 2,400 人の中に、申立人及び申

立人が申立期間当時の同僚として挙げている３人の氏名は見当たらない上、

同被保険者名簿の健康保険証の番号に欠番は無く、不自然な訂正箇所も見



当たらない。 

さらに、上記同僚３人の所在が不明であるため、これらの者から申立人

の勤務期間等について証言を得ることができなかった。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 


